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　６月９日・10日、全国研究集会が「大震災の支援の在り方」と「今後の復興・再生に当って被災
者に対する有効な手段や生活等の考え方やライフスタイルについて」の二つをテーマに、構成労働
団体、事業団体、全国の地方労福協から239名が参加し、東京･新宿ワシントンホテルで開催された。

　全住連は６月７日午後、東京・千代田区の明治
大学紫紺館で２０１１年度通常総会を開催し、活
動方針、予算などを決めた。
　兵藤理事の開会挨拶で始まった総会冒頭、挨拶
した早川理事長は「我々住宅生協は５０年近く組
合員に良質で廉価な住宅を提供してきた。住宅生
協を取り巻く環境は大変厳しいが、これからも顧
客のニーズに応え、適正・安心価格な住宅を提供
できるようがんばっていこう」と決意を示した。
  引き続き、審議に入り、①2010年度事業報告・
決算報告・損失処理案及び監査報告、②2011年度
活動方針案、③2011年度収支予算案、④2011年度
役員報酬－などを満場一致で可決し、鶴理事の閉
会挨拶で総会を終了した。 

　医療福祉生協連の第１回通常総会が６月７日に
東京で開催された。総会には146名の代議員と16
名のオブザーバー・報道関係者が出席した。議事
に先立ち、東日本大震災で亡くなられた方々に哀
悼の意を表し黙祷を行った。来賓として厚生労働
省社会・援護局地域福祉課 
宮本真司課長（代読：同課
消費生活協同組合業務室 愛
甲健室長補佐）、日本生活
協同組合連合会 山下俊史会
長、医療団体連絡会議　田
中千恵子氏（日本医療労働
組合連合会中央執行委員長）
より挨拶をいただいた。
　全体討論では13名の代議
員が発言（うち文書発言２名）し討論が行われ、
2011年度の全国課題中心テーマとして「ひとびと
のきずなを強め、『医・福・食・住』の事業と活
動を広げて、安心して住み続けられるまちを作ろ
う」を確認した。
　役員選任を含む全ての議案が賛成多数で可決さ
れた。
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　６月９日臨時三役会を開催、規約第９条２項
に従い、山本幸司副会長を会長職務代行とした。

　笹森会長は６月４日未明、
永眠いたしました。
　ご冥福をお祈りいたします。
つきましては以下の通り「お
別れの会」を催します。

日　時：７月１９日（火）
　      式　　典　１７時～１７時４５分
　      一般献花　１８時～
主　催：連合､中央労福協､電力総連､東電労組
場　所：帝国ホテル　2Ｆ「孔雀の間」
その他：①式典・着席は原則各組織１名
　　　　②御香典、ご供花等は固くご辞退申し
　　　　　上げます。
　　　　③当日は平服でご出席ください。

239名が参加した2011年度全国研究集会(6/9)

髙橋泰行会長理事

　６月10日～12日の３日間、のべ2,500人近くが
参加して、労協連総会と労協センター事業団総代
会が行なわれた。冒頭、東日本大震災で亡くなら
れた皆様への
黙祷をささげ
たあと、協同
労働の協同組
合法制化をめ
ざす市民会議
の会長でもあ
った、笹森会
長の死を悼み、
黙祷をささげた。
笹森会長は５
月にこの総会
への参加を約
束してくれていたこともあり、その急な訃報に多
くの者が驚き悲しんだ総会の冒頭となった。
　方針確認では、この東日本大震災にむけた取り
組みが総会、総代会での中心的なテーマであり、
労協連として大きくいくつかの方針を打ち出した。
①災地での失業対策・仕事おこしへ向けた取り
組みである、公的就労自立支援の事業の提案・
展開、②東北の地に本部機能の新設し「震災復
興本部」を創設、復興に向けた支援、事業の展
開へ力を入れていくこと、③震災復興のための
義捐金を３ヵ年で１０億円集めること④地域循
環の食、エネルギー、ケアを目指す地域密着の
取り組みなどを確認した。

労協連第３２回定期総会

　主催者を代表して遠藤副会長は「笹
森会長ご逝去、東日本大震災の犠牲
者に哀悼の意」を表して黙祷し、「会
長の遺志を受けて、これまで労福協
が進めてきた運動をさらに強めてい
かなくてはならない。今回の研究集
会で、東日本大震災に焦点をあてた
議論を深め、震災からの復興、再生
に向けた糧になるよう誓い合おう」
と挨拶した。
　続いて影山北部ブロック会長は「全国の労福協

から震災への支援を心から感
謝したい。復旧には相当の時
間を要するが、ぜひとも継続
的な支援をお願いしたい。被
災地の多くは今もって、悲し
い、苦しい、怒りの日々が続
いており、一日も早い復興へ
の願いを政治は受けとめてほ

しい。人と人との絆、連帯、分かち合いが再認識
される中、労働組合や事業団体の果たす役割は極
めて大きい」と訴えた。

大震災の支援の在り方

　１日目はセカンドハーベストジャパンなど６団
体から震災支援の報告があり、日本生協連は「被
災地の生協は、震災直後から物資の供給、被災者
を支援に全力を注ぎ、暮らしを支えるため、店舗
を平常に近い形で開き、商品を供給してきた。こ
うした被災地の生協の活動を日本生協連、全国の
生協が支援してきた」と芳賀専務理事は述べた。
ＮＰＯ事業サポートセンターの池本専務理事は「阪
神淡路大震災の時はＮＰ
Ｏがなかったが、今回は
被災地にＮＰＯがある。
大動脈は自衛隊、行政、
社協、連合が担い、ＮＰ
Ｏは毛細血管として、き
め細かいところに入って
いった」と報告した。
　労協連の田中専務は「震
災を機に新しい社会に踏

み出さなければならない。地域で働く人が主体と
なる社会にすべきである。労協連は本部機能の1/3
を仙台に移転させ、被災地での仕事おこしに取り
組んでいる。協同労働で仕事をおこすことを被災
者に伝えたい」と述べた。また、全労済の向井常
務が「共済金の支払いに対する担保力が十分であ
ること、組合員への迅速な共済金を支払うため現
場調査・損害認定活動を強化している」と報告した。
（次ページに続く）影山会長

池本専務
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　司法修習生に対する国の経済的支援のあり方や法曹養成のあり方を検討する政府の「法曹養成
に関するフォーラム」が５月13日に設置され、同25日から議論がスタートした。

　連合、中央労福協、労金協会、全労済で構成す
る「ライフスタイルを見直す環境会議」が主催す
る第13回環境フォーラムが６月３日、青森県弘前
市の文化センターで開かれ、県内外の組合員や市
民ら約200人が参加した。
　2011年の今年は国連「国際森林年」であること
から、「森林整備」の必要性や意義をメインテー
マとした。

　始めに岩手大学農学部の岡田秀二教授が「森林
整備における現状と課題」と題して講演。「今の
ように日本の森林が豊かに緑で覆われている時代
はなかったが、間伐が適切になされていないため、
森林の中に入ると、ほぼ全てが病的状況に陥って
いる。所有者とは別に、経営管理ができ、国土空
間の機能を発揮できる必要がある」と述べた。
　休憩後「これからの森林整備」と題してパネル
ディスカッションを行い、岡田教授、林野庁の津
元頼光森林整備部長などが、それぞれの立場から
取り組みや森林整備の現状と課題を紹介、日本の
森林整備の現状と将来について理解を深めた。
　続いてセカンドハーベストジャパンのチャール
ズ・マクジルトン理事長が「従来から取り組んで
いる食品廃棄の削減と社会福祉を結ぶフードバン
クの取り組み」を報告した後、ＮＰＯ法人津軽平
野と大地の会の成田政文事務局長と青森県社会福
祉協議会の小山内啓子前専務理事が「青森におけ
るフードバンクの取り組み」を紹介した。弘前で開催された環境フォーラム(6/3)

　昨年秋の臨時国会で司法修習生への貸与制導入
を１年延長する法改正の際、附帯決議で設置する
こととされた検討の場(フォーラム)がようやく動
き出した。フォーラムは関係省庁の副大臣や各界
の有識者で構成。座長は佐々木毅学習院大教授。
連合からは南雲事務局長がメンバーとなった。当
面は10月末で期限が切れる「給費制」の存廃につ
いて集中的に議論し、８月末までに結論を出す予
定だ。
　この問題は国民
の感心も高く、本
来はオープンな場
で各層や当事者の
意見も幅広く聴取し、
国民に開かれた議
論が必要だ。しかし、
フォーラムは当初
非公開とされ、第
１回会議で日弁連
や連合の委員らか
ら公開を求める意
見が相次ぎ、第２回より公開とすることになった
が、実際には報道関係者のみの公開で一般の傍聴
は認められなかった。第２回会議が開催された６
月15日、若手法律家や司法修習生、ロースクール
生などによる「ビギナーズ・ネット」が会場の法
務省前に50名近く集まり、入場する委員に対して
「フォーラムを傍聴させてください」「当事者の

意見をぜひ聞いてください」と訴えた。
 フォーラムのスタートにあわせて「司法修習生
に対する給与の支給継続を求める市民連絡会」も
活動を再開した。６月13日に新宿駅西口、14日に
有楽町イトシア前で街宣行動を行い、日弁連（宇
都宮会長ほか）、ビギナーズ・ネット、消費者団
体、Ｂ型肝炎訴訟や生存権裁判の原告等が弁士と
なり、次々と給費制の存続を訴えた。今年司法試
験を受験したロースクール生は、「８年間の学費
等で1000万円の借金を抱えている。誰でも法律家
をめざせる制度を」と呼びかけた。市民連絡会の
菅井事務局長は、「わずかな歳出の削減を求める
あまり、教育の機会均等を阻害し、庶民感覚から
かけ離れた裁判官や検察官、金儲け主義の弁護士
などを数多く世に送り出してしまっては、まさに
法治国家の堕落だ。フォーラムでの真摯な議論に
より、改めてしっかりとした給費制の基盤を確立
しよう」と訴えた。

新宿西口の街宣(6/13)

有楽町の街宣(6/14)

（前ページからの続き）
労金協会の鈴木副理事長は「協同組合、協同組織
としての労金の使命は、第１に、人々のセーフテ
ィネットの一翼を担うこと。メガバンクは地域が
再生できないところ、利益があがらないところか
らは撤退をするが、労金は働いている人がいる限
りは撤退はできないし、やってはいけない。第２
に、革新的な金融サービスを創造し、展開してい
くこと。訓練・生活資金融資のほか、震災に関し
ては、当面の被災者のローンの返済猶与、生活再
建のための自動車ローンなどの緊急融資に取り組
んでいる」と報告した。

今後の復興・再生に当って被災者に対する有効な
手段や生活等の考え方やライフスタイルについて

　２日目は千葉県野田市の根本市長から「パーソ
ナルサポートシステムの重要性と今後の課題」と
題して復興と就労について、連合総合政策局の小
島総合局長から『｢働くことを軸とする安心社会｣
からの｢災害復興・再生に向けた政策｣の考え方』
と題して、連合の｢復興・再生｣の基本的考え方､
グランドデザイン､当面の政策課題を聞いた。

　続いて、哲学者内山節氏が「大震災が我々に突
きつけたものは何か」と題して「昔の危機は、そ
こで暮らす人の等身大の危機であったから等身大
でシステムを再建することができた。今日は、一
般の人々の手の届かない巨大なシステムとなって、
原発事故が発生した。市場経
済や政治も巨大なシステム、
相互関係で連鎖崩壊を起こす。
これからは自然や人のつなが
りの中で生きる社会への作り
直しが重要だ。協同組合の力
を結集しながら、自分たちの
等身大で考える社会を作ろ
う」と述べた。
　最後に中央労福協の高橋事務局長は「１．自然
の前に科学技術がいかに無力であったか思い知ら
された。謙虚さが必要。２．エネルギーを無尽蔵
に消費してきた直線型の社会で本当にいいのか。
ゆっくりとした落ち着いた社会、循環型の社会を
目指すべき。３．地域主権、地元でものを決めて
実現していく時代になった。」と締めくくった。

　中央労福協は、「2011～12年度政策・制度要求」の要請を、民主党・公明党・社民党に引き続
き各政党・省庁等へ行った。要請行動には構成事業団体の代表が参加した。

　自民党には５月24日、
党本部で長勢甚遠労政
局長に対し、山本副会
長、高橋事務局長らが
要請を行った。同日、
厚生労働省の小林正夫
政務官へ要請と意見交
換を行い、東日本大震
災の被災者等の雇用創出等については「『日本は
ひとつ』しごとプロジェクト」に基づき取り組み、
中央労福協や労働団体等の協力をお願いしたいと
の答弁がなされた。翌25日には「新しい公共」担
当の逢坂誠二政務官へ要請を行った。「2012年国
連国際協同組合年」に関する政府の総合調整窓口
の設置に関しては、縦割り行政の弊害を認識して
おり、仙谷由人官房副長官と経過を踏まえ協議し、
政治の責任で対応するとの回答がなされた。本件
には小林厚労政務官からも、情報交換を進め可能
な分野で協力するとの意向が示されている。また
逢坂政務官は、従来の協同組合セクターを含めて
「新しい公共」と認識しており、震災復興にもそ

の役割を期待するとした。５月30日には、金融・
経済財政担当の和田隆志政務官へ二重ローン問題
と多重債務対策等について要請した。和田政務官
は二重ローン問題の解決に向けた本人・金融機関・
国の三者負担割合には「三方一両損」の考え方もあ
るとし、パーソナル・サポート・サービスについて
は、財政的環境は国の責任で対応していきたいと回
答した。翌31日には消費者・食品安全担当の園田
康博政務官へ、地方消費者行政の充実、セーフテ
ィネット貸付の拡充、原発事故に伴う食品安全の
問題について要請し意見交換を行った。今の消費
者庁のあり方が当初と異なる傾向にあるとの指摘
については、経過を
踏まえしっかり取り
組みたいとの回答が
なされた。また、多
重債務問題と食品の
風評被害対策に関し、
それぞれ労金と生協
の取組みに謝意が示
された。

自民党要請(5/24)

厚生労働省要請(5/24)

「新しい公共」要請(5/25)

金融庁要請(5/30)

講演する内山氏

消費者庁要請(5/31)
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　司法修習生に対する国の経済的支援のあり方や法曹養成のあり方を検討する政府の「法曹養成
に関するフォーラム」が５月13日に設置され、同25日から議論がスタートした。

　連合、中央労福協、労金協会、全労済で構成す
る「ライフスタイルを見直す環境会議」が主催す
る第13回環境フォーラムが６月３日、青森県弘前
市の文化センターで開かれ、県内外の組合員や市
民ら約200人が参加した。
　2011年の今年は国連「国際森林年」であること
から、「森林整備」の必要性や意義をメインテー
マとした。

　始めに岩手大学農学部の岡田秀二教授が「森林
整備における現状と課題」と題して講演。「今の
ように日本の森林が豊かに緑で覆われている時代
はなかったが、間伐が適切になされていないため、
森林の中に入ると、ほぼ全てが病的状況に陥って
いる。所有者とは別に、経営管理ができ、国土空
間の機能を発揮できる必要がある」と述べた。
　休憩後「これからの森林整備」と題してパネル
ディスカッションを行い、岡田教授、林野庁の津
元頼光森林整備部長などが、それぞれの立場から
取り組みや森林整備の現状と課題を紹介、日本の
森林整備の現状と将来について理解を深めた。
　続いてセカンドハーベストジャパンのチャール
ズ・マクジルトン理事長が「従来から取り組んで
いる食品廃棄の削減と社会福祉を結ぶフードバン
クの取り組み」を報告した後、ＮＰＯ法人津軽平
野と大地の会の成田政文事務局長と青森県社会福
祉協議会の小山内啓子前専務理事が「青森におけ
るフードバンクの取り組み」を紹介した。弘前で開催された環境フォーラム(6/3)

　昨年秋の臨時国会で司法修習生への貸与制導入
を１年延長する法改正の際、附帯決議で設置する
こととされた検討の場(フォーラム)がようやく動
き出した。フォーラムは関係省庁の副大臣や各界
の有識者で構成。座長は佐々木毅学習院大教授。
連合からは南雲事務局長がメンバーとなった。当
面は10月末で期限が切れる「給費制」の存廃につ
いて集中的に議論し、８月末までに結論を出す予
定だ。
　この問題は国民
の感心も高く、本
来はオープンな場
で各層や当事者の
意見も幅広く聴取し、
国民に開かれた議
論が必要だ。しかし、
フォーラムは当初
非公開とされ、第
１回会議で日弁連
や連合の委員らか
ら公開を求める意
見が相次ぎ、第２回より公開とすることになった
が、実際には報道関係者のみの公開で一般の傍聴
は認められなかった。第２回会議が開催された６
月15日、若手法律家や司法修習生、ロースクール
生などによる「ビギナーズ・ネット」が会場の法
務省前に50名近く集まり、入場する委員に対して
「フォーラムを傍聴させてください」「当事者の

意見をぜひ聞いてください」と訴えた。
 フォーラムのスタートにあわせて「司法修習生
に対する給与の支給継続を求める市民連絡会」も
活動を再開した。６月13日に新宿駅西口、14日に
有楽町イトシア前で街宣行動を行い、日弁連（宇
都宮会長ほか）、ビギナーズ・ネット、消費者団
体、Ｂ型肝炎訴訟や生存権裁判の原告等が弁士と
なり、次々と給費制の存続を訴えた。今年司法試
験を受験したロースクール生は、「８年間の学費
等で1000万円の借金を抱えている。誰でも法律家
をめざせる制度を」と呼びかけた。市民連絡会の
菅井事務局長は、「わずかな歳出の削減を求める
あまり、教育の機会均等を阻害し、庶民感覚から
かけ離れた裁判官や検察官、金儲け主義の弁護士
などを数多く世に送り出してしまっては、まさに
法治国家の堕落だ。フォーラムでの真摯な議論に
より、改めてしっかりとした給費制の基盤を確立
しよう」と訴えた。

新宿西口の街宣(6/13)

有楽町の街宣(6/14)

（前ページからの続き）
労金協会の鈴木副理事長は「協同組合、協同組織
としての労金の使命は、第１に、人々のセーフテ
ィネットの一翼を担うこと。メガバンクは地域が
再生できないところ、利益があがらないところか
らは撤退をするが、労金は働いている人がいる限
りは撤退はできないし、やってはいけない。第２
に、革新的な金融サービスを創造し、展開してい
くこと。訓練・生活資金融資のほか、震災に関し
ては、当面の被災者のローンの返済猶与、生活再
建のための自動車ローンなどの緊急融資に取り組
んでいる」と報告した。

今後の復興・再生に当って被災者に対する有効な
手段や生活等の考え方やライフスタイルについて

　２日目は千葉県野田市の根本市長から「パーソ
ナルサポートシステムの重要性と今後の課題」と
題して復興と就労について、連合総合政策局の小
島総合局長から『｢働くことを軸とする安心社会｣
からの｢災害復興・再生に向けた政策｣の考え方』
と題して、連合の｢復興・再生｣の基本的考え方､
グランドデザイン､当面の政策課題を聞いた。

　続いて、哲学者内山節氏が「大震災が我々に突
きつけたものは何か」と題して「昔の危機は、そ
こで暮らす人の等身大の危機であったから等身大
でシステムを再建することができた。今日は、一
般の人々の手の届かない巨大なシステムとなって、
原発事故が発生した。市場経
済や政治も巨大なシステム、
相互関係で連鎖崩壊を起こす。
これからは自然や人のつなが
りの中で生きる社会への作り
直しが重要だ。協同組合の力
を結集しながら、自分たちの
等身大で考える社会を作ろ
う」と述べた。
　最後に中央労福協の高橋事務局長は「１．自然
の前に科学技術がいかに無力であったか思い知ら
された。謙虚さが必要。２．エネルギーを無尽蔵
に消費してきた直線型の社会で本当にいいのか。
ゆっくりとした落ち着いた社会、循環型の社会を
目指すべき。３．地域主権、地元でものを決めて
実現していく時代になった。」と締めくくった。

　中央労福協は、「2011～12年度政策・制度要求」の要請を、民主党・公明党・社民党に引き続
き各政党・省庁等へ行った。要請行動には構成事業団体の代表が参加した。

　自民党には５月24日、
党本部で長勢甚遠労政
局長に対し、山本副会
長、高橋事務局長らが
要請を行った。同日、
厚生労働省の小林正夫
政務官へ要請と意見交
換を行い、東日本大震
災の被災者等の雇用創出等については「『日本は
ひとつ』しごとプロジェクト」に基づき取り組み、
中央労福協や労働団体等の協力をお願いしたいと
の答弁がなされた。翌25日には「新しい公共」担
当の逢坂誠二政務官へ要請を行った。「2012年国
連国際協同組合年」に関する政府の総合調整窓口
の設置に関しては、縦割り行政の弊害を認識して
おり、仙谷由人官房副長官と経過を踏まえ協議し、
政治の責任で対応するとの回答がなされた。本件
には小林厚労政務官からも、情報交換を進め可能
な分野で協力するとの意向が示されている。また
逢坂政務官は、従来の協同組合セクターを含めて
「新しい公共」と認識しており、震災復興にもそ

の役割を期待するとした。５月30日には、金融・
経済財政担当の和田隆志政務官へ二重ローン問題
と多重債務対策等について要請した。和田政務官
は二重ローン問題の解決に向けた本人・金融機関・
国の三者負担割合には「三方一両損」の考え方もあ
るとし、パーソナル・サポート・サービスについて
は、財政的環境は国の責任で対応していきたいと回
答した。翌31日には消費者・食品安全担当の園田
康博政務官へ、地方消費者行政の充実、セーフテ
ィネット貸付の拡充、原発事故に伴う食品安全の
問題について要請し意見交換を行った。今の消費
者庁のあり方が当初と異なる傾向にあるとの指摘
については、経過を
踏まえしっかり取り
組みたいとの回答が
なされた。また、多
重債務問題と食品の
風評被害対策に関し、
それぞれ労金と生協
の取組みに謝意が示
された。

自民党要請(5/24)

厚生労働省要請(5/24)

「新しい公共」要請(5/25)

金融庁要請(5/30)

講演する内山氏
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　６月９日・10日、全国研究集会が「大震災の支援の在り方」と「今後の復興・再生に当って被災
者に対する有効な手段や生活等の考え方やライフスタイルについて」の二つをテーマに、構成労働
団体、事業団体、全国の地方労福協から239名が参加し、東京･新宿ワシントンホテルで開催された。

　全住連は６月７日午後、東京・千代田区の明治
大学紫紺館で２０１１年度通常総会を開催し、活
動方針、予算などを決めた。
　兵藤理事の開会挨拶で始まった総会冒頭、挨拶
した早川理事長は「我々住宅生協は５０年近く組
合員に良質で廉価な住宅を提供してきた。住宅生
協を取り巻く環境は大変厳しいが、これからも顧
客のニーズに応え、適正・安心価格な住宅を提供
できるようがんばっていこう」と決意を示した。
  引き続き、審議に入り、①2010年度事業報告・
決算報告・損失処理案及び監査報告、②2011年度
活動方針案、③2011年度収支予算案、④2011年度
役員報酬－などを満場一致で可決し、鶴理事の閉
会挨拶で総会を終了した。 

　医療福祉生協連の第１回通常総会が６月７日に
東京で開催された。総会には146名の代議員と16
名のオブザーバー・報道関係者が出席した。議事
に先立ち、東日本大震災で亡くなられた方々に哀
悼の意を表し黙祷を行った。来賓として厚生労働
省社会・援護局地域福祉課 
宮本真司課長（代読：同課
消費生活協同組合業務室 愛
甲健室長補佐）、日本生活
協同組合連合会 山下俊史会
長、医療団体連絡会議　田
中千恵子氏（日本医療労働
組合連合会中央執行委員長）
より挨拶をいただいた。
　全体討論では13名の代議
員が発言（うち文書発言２名）し討論が行われ、
2011年度の全国課題中心テーマとして「ひとびと
のきずなを強め、『医・福・食・住』の事業と活
動を広げて、安心して住み続けられるまちを作ろ
う」を確認した。
　役員選任を含む全ての議案が賛成多数で可決さ
れた。
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　６月９日臨時三役会を開催、規約第９条２項
に従い、山本幸司副会長を会長職務代行とした。

　笹森会長は６月４日未明、
永眠いたしました。
　ご冥福をお祈りいたします。
つきましては以下の通り「お
別れの会」を催します。

日　時：７月１９日（火）
　      式　　典　１７時～１７時４５分
　      一般献花　１８時～
主　催：連合､中央労福協､電力総連､東電労組
場　所：帝国ホテル　2Ｆ「孔雀の間」
その他：①式典・着席は原則各組織１名
　　　　②御香典、ご供花等は固くご辞退申し
　　　　　上げます。
　　　　③当日は平服でご出席ください。

239名が参加した2011年度全国研究集会(6/9)

髙橋泰行会長理事

　６月10日～12日の３日間、のべ2,500人近くが
参加して、労協連総会と労協センター事業団総代
会が行なわれた。冒頭、東日本大震災で亡くなら
れた皆様への
黙祷をささげ
たあと、協同
労働の協同組
合法制化をめ
ざす市民会議
の会長でもあ
った、笹森会
長の死を悼み、
黙祷をささげた。
笹森会長は５
月にこの総会
への参加を約
束してくれていたこともあり、その急な訃報に多
くの者が驚き悲しんだ総会の冒頭となった。
　方針確認では、この東日本大震災にむけた取り
組みが総会、総代会での中心的なテーマであり、
労協連として大きくいくつかの方針を打ち出した。
①災地での失業対策・仕事おこしへ向けた取り
組みである、公的就労自立支援の事業の提案・
展開、②東北の地に本部機能の新設し「震災復
興本部」を創設、復興に向けた支援、事業の展
開へ力を入れていくこと、③震災復興のための
義捐金を３ヵ年で１０億円集めること④地域循
環の食、エネルギー、ケアを目指す地域密着の
取り組みなどを確認した。

労協連第３２回定期総会

　主催者を代表して遠藤副会長は「笹
森会長ご逝去、東日本大震災の犠牲
者に哀悼の意」を表して黙祷し、「会
長の遺志を受けて、これまで労福協
が進めてきた運動をさらに強めてい
かなくてはならない。今回の研究集
会で、東日本大震災に焦点をあてた
議論を深め、震災からの復興、再生
に向けた糧になるよう誓い合おう」
と挨拶した。
　続いて影山北部ブロック会長は「全国の労福協

から震災への支援を心から感
謝したい。復旧には相当の時
間を要するが、ぜひとも継続
的な支援をお願いしたい。被
災地の多くは今もって、悲し
い、苦しい、怒りの日々が続
いており、一日も早い復興へ
の願いを政治は受けとめてほ

しい。人と人との絆、連帯、分かち合いが再認識
される中、労働組合や事業団体の果たす役割は極
めて大きい」と訴えた。

大震災の支援の在り方

　１日目はセカンドハーベストジャパンなど６団
体から震災支援の報告があり、日本生協連は「被
災地の生協は、震災直後から物資の供給、被災者
を支援に全力を注ぎ、暮らしを支えるため、店舗
を平常に近い形で開き、商品を供給してきた。こ
うした被災地の生協の活動を日本生協連、全国の
生協が支援してきた」と芳賀専務理事は述べた。
ＮＰＯ事業サポートセンターの池本専務理事は「阪
神淡路大震災の時はＮＰ
Ｏがなかったが、今回は
被災地にＮＰＯがある。
大動脈は自衛隊、行政、
社協、連合が担い、ＮＰ
Ｏは毛細血管として、き
め細かいところに入って
いった」と報告した。
　労協連の田中専務は「震
災を機に新しい社会に踏

み出さなければならない。地域で働く人が主体と
なる社会にすべきである。労協連は本部機能の1/3
を仙台に移転させ、被災地での仕事おこしに取り
組んでいる。協同労働で仕事をおこすことを被災
者に伝えたい」と述べた。また、全労済の向井常
務が「共済金の支払いに対する担保力が十分であ
ること、組合員への迅速な共済金を支払うため現
場調査・損害認定活動を強化している」と報告した。
（次ページに続く）影山会長

池本専務




